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	会議記録
　

　出席者の発言要旨について、下記のとおり報告します。　
平成26年11月14日

　　　　　　　　　　　　市民生活部　環境課　リサイクル推進係

　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者職氏名　係長　上見　安伸　㊞



	内　容
	平成26年度第4回浜田市環境清掃対策審議会

	年月日
	平成26年11月14日（金）
	時　間
	13時30分～15時40分

	出席者
	○委　員（5名）沖村 理史（会長）、宮本 美保子（副会長）、沖田 敏子、岡本 修治、槇内 京子
○事務局（4名）市民生活部長、市民生活部次長、環境課（原田課長・上見ﾘｻｲｸﾙ推進係長・藤下主任主事）

	I. 会議成立の宣言

環境課長：浜田市附属機関設置条例第2条の規定に基づく会議の定足数は、委員の半数以上となっており、本日の審議会が成立していることを報告する。
II. 議題（報告事項）
1． 浜田市一般廃棄物処理基本計画について（資料①）
1 ごみ排出量の推移及び傾向
2 原因分析

3 進捗状況（目標数値との対比）
【質疑応答など】

 宮本副会長：ごみの排出量の減量に向けては、燃やせるごみの減量がポイントになると思う。生ごみについては、生ごみ処理機を普及させること、また、古紙については、もっとリサイクル率を向上させるよう啓発を行う必要がある。

沖村会長：古紙については、正確には人口の減少率も考慮しないといけないと思うが、排出量は減少傾向にあり、リサイクルの推進が求められる状況だ。事業所から出る古紙がどのように流れているのか分かれば示してもらいたい。
上見係長：新聞については、新聞販売店が家庭などから回収したものは、市がごみステーションで回収したものとは別のルートで流れていると認識している。また、事業所から出されるごみについては、指定ごみ袋7袋に限って収集しており、古紙は収集の対象となっていない。
（裏面へ）



　

　◎次回検討委員会

　　・平成24年7月23日（月）火葬場のモニタリングの後（午後）

　　　※できれば早めに開催






沖村会長：古紙の直接搬入は、事業所からのものであると理解すればよいか。また、どこの処理場へ搬入されているのか。


上見係長：雑誌に限らず段ボールなども一般家庭から不燃ごみ処理場へ相当量搬入されていると考えられる。


川崎部長：ごみ処理基本計画を策定する際に、家庭から出るごみがどのようなもので構成されているかを調査してもらった。その結果、燃やせるごみのうち3割から4割が生ごみであることが分かった。これを何とかして減らすことができないか、環境課でも思案しているところだ。しっかり水切りをして出してもらうというところがポイントであり、他の自治体における取り組みなども参考にしながら、今後も研究を行っていきたい。


宮本副会長：生ごみは、多くの場合、新聞紙に包んで出されているが、これが水切りが不十分なごみの増加の要因となっており、何らかの対策が必要であると考える。


岡本委員：広報はまだの記事について、現状の分析結果やその根拠を示すことに重点を置くのではなく、実際にどのようなことをすればごみが減らせるのかという点に重点を置くべきであると考える。


川崎部長：平成22年度末に基本計画を策定したが、進捗が思わしくない状況である。原因分析を行ったうえで対策を講じていかなければいけないと考えているが、市民に何らかの協力をお願いする場合には委員ご指摘のように広報誌などを通じてより分かり易く具体的な周知啓発を行う必要があると考えている。来年度、審議会において基本計画の見直しについて審議いただくにあたり、「現状把握→原因分析→新たな目標設定→具体的対策検討」という進め方について、本日、事務局から説明を行い、委員の皆さんから意見をいただきたいと考えており、この流れについて冒頭、説明が漏れていたことをお詫びする。


川崎部長：燃やせるごみの直接搬入量が増加傾向にある原因の一つとして、市の公共事業により発生する草ごみの直接搬入量の増加があるのではないかと考えており、このことについて裏付けをとるため、エコクリーンセンターに今夏から来夏までの1年間のデータ収集を依頼したところである。


沖村会長：エコクリーンセンターに依頼しているのは、ステーション収集分と直接搬入分の両方という認識でよいか。それとも直接搬入分のみということか。


上見係長：直接搬入分のみだ。


沖村会長：燃やせないごみの直接搬入の減少が目立つ。


上見係長：平成22年度に直接搬入手数料の改定を行った。持ち込んだ量に応じて負担が大きくなるように改定したため、事業所系のごみが減ったものと考えられる。


沖村会長：来年度の審議会は、新たな目標設定と対応策を検討するために必要なデータ等が揃った時点で開催するということでよいか。


川崎部長：お見込みのとおりだ。ごみの排出量は、減るどころか増える傾向にあり、抜本的な対策が必要である。委員の皆さんの知恵をいただきたい。





その他


生ごみ処理機購入補助事業について（資料②）


【質疑応答など】


宮本副会長：電気式の生ごみ処理機は、音の問題・匂いの問題・電気代がかかるという





（次葉へ）








う点がネックになっている。一方、ＥＭ菌を使用した生ごみ処理機は、音の問題や電気代の問題はなく、使い方や使用する地域によっては非常に優れているものであると言える。


沖田委員：コンポストタイプのものは、匂いがひどく特に街中では使いにくい。


岡本委員：以前、自分も利用していたが、同様のものを2～3個購入し、ローテーションしながら使うという使い方でなければ、実際にはあまりお奨めできるものではない。


槇内委員：街中で利用しにくいのは理解できる。


宮本副会長：地域や条件に合ったものを使うこと、できる人ができることをするというスタンスでよいと思う。


槇内委員：電子式の生ごみ処理機は、以前自分も購入し利用していたが、音と匂いに問題があり、現在使っていない。


川崎部長：以前、生ごみ処理機についてのアンケートを実施し、概ね好評であったが、その後の実績は思わしくない状況である。先程からの委員の皆さんの話からしても、今後利用が伸びていくとは思えない。現時点で具体的な案があるわけではないが、本事業は廃止し、別の方法を考えていかなければいけないと考えている。


上見係長：平成25年度補助件数が31件で、そのうち27件が上限2万円の補助対象であった。したがって、実質4万円以上を手出しし、尚且つ毎月千数百円～三千円弱の電気代の負担が必要であるため、費用対効果という観点から購入に踏み切れないというのが実態ではないだろうか。





自治区間のごみの排出及び収集の差異是正について（資料③）


【質疑応答など】


岡本委員：ごみ事情も変わってきており、金城の燃やせるごみ週3回の収集は多すぎると思う。他の自治区は全て週2回だ。燃やせるごみの収集回数を減らすことによって、需要の多いペット・プラの収集回数を増やすことができる。策定方針は合理的で良くできていると思う。


宮本副会長：それについては、それまで週2回だったものを要望に基づき週3回に増やした経緯がある。ただ、事情が変わればそれに合わせ変えていく必要があると思う。


川崎部長：人口減少に伴い、ステーション収集ごみの総量が減少傾向にある中でペット・プラは逆に増える傾向にあり、ペット・プラの収集需要が高まっていると考えている。金城に関して言えば、住民のコンセンサスを得ること、委託業者との調整や変更により経費が増大することはないかなど、準備・調整が必要であり、必ずしもすぐに実行できるものではないが、燃やせるごみの収集回数を減らしてペット・プラの収集回数を増やす方が実態に合っていると思われる。





転入者に対するごみ分別啓発の取組みについて（資料④）


【質疑応答など】


岡本委員：どのような形で渡そうと考えているか。


上見係長：本庁・支所において、転入手続きに来られた際に手渡すことを考えている。


宮本副会長：良い取り組みだ。


岡本委員：同感だ。


沖田委員：同感だ。


（裏面へ）





在宅医療廃棄物の取扱いについて（資料⑤）


【質疑応答など】


沖村会長：しっかり取組んでほしい、期待している。





ごみ収集カレンダーのレイアウト等の変更について（資料⑥）


【質疑応答など】


宮本副会長：知りたい情報を巻末に一括して載せることによって、より使い易くなると思う。





小型家電リサイクルについて（資料⑦）


【質疑応答など】


沖村会長：山口市における小型家電の収集は、どのよう方法で行っているのか。


上見係長：主要な拠点に回収ボックスを設置し、パソコンを除くいわゆる16品目のみを回収している。それ以外の家電は、不燃ごみ処理場でピックアップにより分別され、従前の引き取り業者へ売却している。


岡本委員：市内家電量販店で引取ってもらうには、どの程度の負担が必要か。


上見係長：例えば、電子レンジ・炊飯器・電気ポットなどは540円、電子ピアノ・マッサージチェアは4,320円である。


岡本委員：法律で定められているということは、取組まないといけないということか。


上見係長：努力義務である。


川崎部長：立地等によって、かなり引取の条件が異なってくる。同じ山口県内でも、日本海側にある萩市は不利な地域に該当し、引取の条件が良くない。一方、山陽側にある山口市は比較的有利な地域であり、引取の条件も良い。


沖村会長：山口市と萩市は、いつ頃からスタートしたのか。


川崎部長：去年から、国の実証事業を活用し行っており、山口市は既に本格実施、萩市は現在第3次実証事業中であり来年4月から本格実施の予定である。


沖村会長：年間どのくらいの小型家電が回収できるかというデータが、そろそろ出揃ってきている時期である。


岡本委員：回収ボックスを設置し、周知啓発をしっかり行えば、本市でもそれなりに回収できるのではないだろうか。家庭用プリンターのインクカートリッジは、郵便局でも回収している。


宮本副会長：市内家電量販店でも回収している。


川崎部長：お金のことばかり申し上げて恐縮だが、回収ボックスを設置し回収するためには、回収のための予算を別途確保する必要があり、場合によってはそれに加えて引取業者へ運搬費を支払わなければならない可能性もある。そういった意味では、財政交渉及び市民の皆さんの理解を得るという両面において、現状としては非常に厳しい状況であると認識している。


沖村会長：燃やせないごみは、順調に減少してきており、小型家電リサイクルに取組むことにより更にごみを減らすことができると思われるが、それぞれの自治体の於かれた状況や地域によって引取条件が異なるということから、国も取組みを強制できない状況であると考えられる。市内の民間業者が回収を開始したということであるが、現時点で市が直接取組みを行わないということであれば、このことについて市が広報誌などを通じた周知啓発を行うなど、民間業者との連携を図るということなども視野に入れていると考えてよいか。


（次葉へ）








上見係長：お見込みのとおりである。





高カロリーごみ燃焼試験の実施について


質疑応答など特になし





エコクリーンセンター直接搬入手数料の改定について


質疑応答など特になし





（以上）








